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Verigy Ltd.の株式取得（完全子会社化）に関するお知らせ 

 
 
当社は、平成 23 年 3 月 28 日、半導体テストシステムの大手メーカーである Verigy Ltd.（本社：シ

ンガポール、以下 Verigy 社）と、同社の普通株式を全株取得し、当社の完全子会社とすること（以下、

「本件買収」）に合意いたしましたので、以下の通りお知らせいたします。 
 
１．本件買収の背景 
当社は、1954 年の創業以来、「先端技術を先端で支える」という経営理念の下、計測技術を通して

社会の発展を支え、世界の人々の安全と安心を保証することを使命として事業を営んでまいりました。

2000 年の IT バブルが崩壊するまでは紆余曲折がありながらも発展の道を歩んでまいりましたが、そ

の後は厳しい経営環境が続き、業績も大変な落ち込みを経験することとなりました。現在の半導体関

連市場は、デジタル家電やパソコン市場の軟調の影響のもと、設備投資の先送りや発注の抑制が続く

など、引き続き予断を許さない状況にあります。当社は、このような状況下において、多種多様な半

導体の測定・検査ニーズに応えるさまざまな製品の開発・販売強化に取り組み、顧客満足度の向上を

追及するとともに、収益の向上と経営安定性の強化を図ってまいりました。 
Verigy 社は、主に非メモリ半導体用テストシステム分野を中心とする高い技術力と、グローバルな

販売網を有しており、技術面及び製品ラインアップを中心に、当社と高い補完性を有しております。 
当社は、本件買収の実現により、変化が速くかつ厳しい半導体関連市場において、高品質で幅広い

範囲の製品の開発・販売による顧客ニーズの充足や、安定的な財務基盤に基づく技術革新を通じた顧

客ニーズへの対応が可能となり、持続的な成長を実現できるものと考えております。 
 
２．本件買収の意義 
（１）技術面・製品面での高い補完性 
メモリ分野および量産向け機種開発に強みを持つ当社と、非メモリ分野および研究開発向け技術に

強みを持つ Verigy 社との統合により、半導体試験装置全般にわたるテクノロジーの革新が実現可能と

なります。また、研究開発体制の効率化により重複する経営資源を両社の技術力向上や新規事業分野

に再配分することで、更なる成長と利益率の拡大を目指します。 
 



（２）顧客対応 
幅広くかつ包括的な製品ラインアップ実現により、顧客のテスト効率の向上やコスト削減の支援な

ど、顧客への 先端テストソリューションの提供が可能になると考えています。また、事業規模の拡

大により、顧客には長期的かつ安定したサービスの提供が可能となることでご安心頂けるものと確信

しております。 
 
（３）グローバル展開 
当社と Verigy 社の統合により、グローバル規模での顧客ベース強化が実現されます。また、グロー

バルベースでの優秀な人材の獲得を通じ、オペレーションの一層のグローバル化推進が期待されます。 
 
３．異動する子会社（Verigy 社）の概要 
（１） 名 称 Verigy Ltd. 
（２） 所 在 地 No. 1 Yishun Ave 7, Singapore 768923 
（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 Jorge Titinger, President and Chief Executive Officer 
（４） 事 業 内 容 半導体テストシステムの設計・製造・販売 
（５） 資 本 金 449 百万米ドル 
（６） 設 立 年 月 日 2006 年 1 月 23 日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 
（2010 年 12 月 31 日現在） 

Cadian Capital Management LLC      9.8% (5,919,156 株) 
Ameriprise Financial Inc             6.2% (3,752,182 株) 
Diamond Hill Capital Management Inc  6.1% (3,721,345 株) 

資 本 関 係

当社は、当該会社の普通株式 10 株（発

行済み株式総数の 0.000016%）を保有し

ておりますが、当社と当該会社との間に

は、記載すべき資本関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該

会社の関係者及び関係会社の間には、特

筆すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき

人的関係はありません。また、当社の関

係者及び関係会社と当該会社の関係者

及び関係会社の間には、特筆すべき人的

関係はありません。 

（８） 上 場 会 社 と 当 該 会 社 
と の 間 の 関 係 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき

取引関係はありません。また、当社の関

係者及び関係会社と当該会社の関係者

及び関係会社の間には、特筆すべき取引

関係はありません。 
（９） 当該会社の 近 3 年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2008 年 10 月期 2009 年 10 月期 2010 年 10 月期 
 連 結 純 資 産 489 百万米ドル 402 百万米ドル 429 百万米ドル

 連 結 総 資 産 734 百万米ドル 713 百万米ドル 817 百万米ドル

 １株当たり連結純資産 8.21 米ドル 6.88 米ドル 7.20 米ドル

 連 結 売 上 高 691 百万米ドル 323 百万米ドル 539 百万米ドル

 連 結 営 業 利 益 48 百万米ドル △109 百万米ドル 24 百万米ドル

 連 結 当 期 純 利 益 28 百万米ドル △127 百万米ドル 16 百万米ドル

 １株当たり連結当期純利益 0.48 米ドル △2.17 米ドル 0.26 米ドル

 １ 株 当 た り 配 当 金 0 米ドル 0 米ドル 0 米ドル

 



４．買収価格 
 Verigy 社とは、同社普通株式 1 株当たり 15 米ドル（約 1,215 円注 1）で合意しました。買収総額は

約 11 億米ドル（約 909 億円注 1）を予定しております。当社は、デュー・デリジェンス等を通じて、

Verigy 社の資産内容、事業内容、潜在的シナジー等について総合的に検討を重ね、今回の買付価格が

公正かつ妥当なものと判断しました。 
（注 1）便宜上米ドル・日本円の為替レートを 1 米ドルあたり 81 円（平成 23 年 3 月 25 日時点）として換

算しております。 
 
５．資金調達 
 本件買収のための資金は、当社が保有する手元資金を充当するとともに、当社の経営状況、財務状

況、市場動向などを勘案しながら、金融機関からの調達を含め、幅広い選択肢で 適な資金調達手段

を行うことを検討しております。 
 
６．買収手法および手続き 
 本件買収は、シンガポール法に基づくスキーム・オブ・アレンジメント（Scheme of Arrangement）
により実施される予定です。スキーム・オブ・アレンジメントとは、シンガポール法上の一般的な買

収手続きであり、Verigy 社の取締役会の同意に基づき、同社の株主総会およびシンガポールの裁判所

の承認を満たすことにより買収が成立する友好的な買収手法です。 
 本件買収には、Verigy 社株主総会の承認が必要となります。すなわち、本件スキーム・オブ・アレ

ンジメントが効力を生じるためには、定足数が満たされた Verigy 社株主総会において、本人又はその

代理人が出席し投票を行った Verigy 株主数の過半数が承認し、かつ、かかる承認株主の保有する株式

の議決権が投票した株主の保有する議決権の 75％以上であることが必要とされます。   
 
７．日 程 
（１） 実 行 契 約 締 結 日 平成 23 年 3 月 28 日 
（２） 規 制 当 局 の 許 認 可 取 得 日 未定 
（３） V e r i g y 社 株 主 総 会 期 日 未定 
（４） シンガポールの裁判所の許可取得日 未定 
（５） 株 式 取 得 日 未定 

 
８．今後の見通し 
 本件買収のクロージングは規制当局及びシンガポールの裁判所の許可を得ることを前提としている

ため、これらの許可取得後、Verigy 社の取得を完了する予定です。本件買収に伴う当社の業績、財政

状態に与える影響につきましては、今後、明らかになった時点で速やかに開示いたします。 
 

以上 
 
 



＜将来予想に関する注意事項＞ 
 
本プレスリリースには、将来の予想に関する記述が含まれています。これらの将来に関する記述は、

「期待しております」、「考えております」、「目指します」その他、これらと同様の表現、または特に

戦略、目標、計画、意図などに関する説明という形で示されています。多くの要因によって、本プレ

スリリースに述べられている将来の予測に関する記述と大きく異なる実際の結果が将来発生する可能

性があります。かかる要因として、以下が含まれますが、これらに限られるものではありません。(1) マ
クロ経済の状況または半導体関連事業の競争環境などの業界の一般的な状況、(2) 規制、訴訟に関する

事項およびリスク、(3) 法制上の変化、(4) 税法その他の法律の改正、 (5) 本件買収を完了させるため

の条件が満たされないリスク、(6) 本件買収のために必要とされる、競争法当局を含む規制当局または

第三者の承認が取得できないリスク、または、承認が得られても予測せぬ条件が付帯するリスク、(7) 以
下を含む、本件買収の遂行に関連するその他のリスク‐Verigy 社株主による本件買収の承認否決、ク

ロージング、統合、再編、及び当社と Verigy 社間の取引により想定されるシナジーの実現に対する課

題事項や費用負担、主要従業員の雇用契約を継続する能力、当社及び Verigy 社の事業一般に影響を与

える経済、事業、競争及び/または規制上の要因。これらの要因には、両社が米国証券取引委員会（SEC）

に届出を行った報告書中に記載の事項、特に、Verigy 社の Form 10-K による年次報告書及び Form 
10-Q による四半期報告書中の「リスク要因」及び「財務状況及び事業運営結果に関する経営陣による

議論及び分析」に記載の事項及び Form 8-K の報告書の記載事項、並びに当社の Form 20-F による年

次報告書中の「リスク要因」に記載の事項及び Form 6-K による外国民間発行者報告書中の記載事項、

並びにその他の SEC に対する届出書に記載の事項を含むものとする。 
 
なお、当社は、本プレスリリースの日付後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務

を負うものではありません。 
 

 


